




















 

 

                    

          

 

 

                                         

           

【内部統制システム模式図】 
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【適 時 開 示 体 制 の 概 要】 

 
当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の概要は，下記のとおりです。 

記 

当社は、情報取扱責任者となる担当取締役をおき、情報取扱責任者のもと管理部門であ

る総務人事部、経理部において所管する適時開示情報を作成し、必要に応じて監査役、会

計監査人及び顧問弁護士等の監査及び助言を受けたうえ、経理部において適時開示情報の

管理及び開示手続を行っております。また、適時開示情報は TDnet による開示のほか、開

示後速やかに当社ホームページにおいて公開しております。 

適時開示に係る社内体制を図示すると次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・決定事実の適時開示 

重要な決定事実は、取締役会の決議に基づき適時開示を行っております。当社では、定

例取締役会を原則毎月１回、必要に応じて臨時取締役会を開催しています。取締役会決議

事項のうち開示対象となる重要な決定事項は、当該取締役会終了後、直ちに開示の手続き

を行っています。なお、開示文案につきましては、各事案における所管部門の報告をもと

に総務人事部が作成し、情報取扱責任者の確認のもと、経理部が開示手続を行っています。 
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・発生事実の適時開示 

重要な発生事実は、子会社の取締役等から情報取扱責任者に報告を行う体制をとってお

ります。報告された情報は、情報取扱責任者のもと、総務人事部において適時開示の対象

となる事実を確認し、開示文案を作成し、経理部が開示の手続きを行っております。 

 

・決算情報の適時開示 

決算情報は、取締役会の決議に基づき適時開示を行っております。担当の経理部から上

げられた決算情報は、総務人事部、情報取扱責任者が開示事項を確認した後、代表取締役

社長により取締役会に提出されます。当該取締役会において承認手続きを経た後は、経理

部が開示の手続きを行っております。 

 

・適時開示に関する社内周知 

当社は、内部情報の管理、重要事実の公表、株式等の売買規制等に関して「内部者取引

管理規程」を定めて管理しております。この規程を当社グループの役員及び従業員に十分

周知させるとともに社内の機密情報の取り扱いに関して十分注意を促し、また、情報伝達

者を限定するなどの方法により、重要事実が公表前に漏洩することを防止しております。 

以上 
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